
国及び北海道の近年の動向について

１　計画の策定状況

⑴　国（消費者庁） ： 第５期消費者基本計画 ⑵　北海道 ： 第４次北海道消費生活基本計画

２　関係法令の改正等

消費者政策の基本的な方向性と目指すべき社会の姿

● 政策の基本的な方向性 ● 目指すべき社会の姿
　■ 消費者政策の価値規範に関する考え方の転換

　■ 消費者法制度の再編・拡充

  ■ 消費者が信頼できる公正な取引環境の確保
  ■ 全ての世代における消費者力の実践
  ■ 持続可能で包摂的な社会の実現

消費者政策における基本的な施策

■ デジタル技術の飛躍への対応
■ 消費生活のグローバル化の進展への対応
■ 社会構造の変化への対応
■ より良い社会の実現と国際協調への貢献への対応

■ 緊急時における消費行動の変化への対応
■ 消費者の安全確保
■ 消費者の自主的かつ合理的な選択の機会の確保
■ 消費者被害の防止及び救済

消費者政策の基本的な方針
■ 消費者の権利の尊重

■ 消費者の自立の支援

■ デジタル化の進展に伴う対応

■ 消費者の多様化に伴う対応

■ 多様な主体の協働による取組

総合的・計画的に講ずべき施策の展開方向

■ 消費者被害の拡大防止・救済
■ 地域における消費者被害の防止に向けた
　　連携体制の構築
■ 公正な消費者取引の確保

■ 消費者の安全・安心の確保
■ 消費者教育の推進及び消費者団体・事業者
　　との連携

⑵　取引デジタルプラットフォーム消費者保護法

⑴　特定商取引法の改正

⑶　預託法の改正

⑷　不当寄附勧誘防止法

⑸　消費者契約法の改正

⑹　景品表示法に基づく不当表示の指定

● 「詐欺的な定期購入商法」の規制強化（最終確認画面の義務化、罰則）

● 送り付け商法の対策強化（商品を直ちに処分可能）

● 契約書面の電子化

● デジタルプラットフォーム提供者の努力義務

（販売事業者との円滑な連絡/苦情に対する調査/販売業者の身元確認）

● 販売業者に係る情報開示請求

● 全ての物品等について販売預託は原則禁止

● 寄附の勧誘をする側に配慮義務

● ６つの不当な勧誘行為が禁止

● 不当な勧誘により寄附した人やその家族の救済

● 取消権の追加

● 事業者の努力義務の拡充（契約の解除に必要な情報提供等）

● いわゆる「ステルスマーケティング※」を不当な表示として指定

※ 事業者が自己の供給する商品または役務の取引について行う表示であるにもかかわらず、
　　事業者の表示であることを明瞭にしないことなどにより、一般消費者が事業者の表示である
　　ことを判別することが困難となる表示

３　国の消費者施策

⑴　地方消費者行政強化交付金の枠組みの見直し

ア　地方消費者行政機能維持事業 【 補助率10/10 】

⑵　消費生活相談

●  R11年度まで従来の交付金と同等の補助

●  「相談・見守り機能強化型」「担い手確保、人材育成・強化型」等のメニュー

ア　消費生活相談員担い手確保事業

● 消費生活相談員のなり手不足は全国的な課題

● eラーニングやスクーリングによる試験対策講座

● 合格者への就職支援、消費者センターとの橋渡し

イ　消費生活相談のDX化

● 次期PIO-NET（全国消費生活情報ネットワークシステム）の導入

● 消費者トラブル対応専用WEBサイトの開設

⑶　消費者教育

● 成年年齢引き下げに伴い、中学校、高等学校、大学等を対象とした出前講座を実施

● 「消費者力」を身に付けるため、VR動画を用いた体験教材及び体験サイトを開発し、

広報・啓発を実施

● R6.4に「金融経済教育推進機構（J-FLEC）」を設立。年齢階層別に必要な金融リテ

ラシーを身に着けることができる講義資料を公開の上、学校、企業等に出前講座を実

施（金融庁）

イ　地方消費者行政機能強化事業 【 補助率1/2 】

R3.7～R5.6施行
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R8年度～

R2年度～

R8.9～

R7年度～R11年度 R7年度～R11年度

R5.1～R5.6施行

⑺　労働施策総合推進法の改正

● 事業主に「カスタマーハラスメント」対策を義務づけ

R8.10施行
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